
 

平成 30 年度被災地健康支援事業実績一覧  

 

※ 財 源 ： 被 災 者 支 援 総 合 交 付 金 【    ： 被 災 地 健 康 支 援 事 業 、    ： 被 災 者 生 活 支 援 事 業 】、 復 興 基 金 （ 県 単 補 助 分 ）  

【 県 直 営 事 業 】  

事業名 内容 実績 摘要 

（1）被災地健康支援事業の 

評価・検討（継続） 

    

 

 

 

 

   

① 岩手県被災地健康支援事業運営協議会 

沿岸市町村や健康支援関係機関・団体か

ら構成される協議会において、被災地の健康

課題の分析評価や健康支援対策に関する検

討を実施。 

【平成 30年度】 

・被災地健康支援事業運営協議会 1回（H30.9.5） 

・被災地健康支援事業情報交換会 1回（H31.3.18） 

・H20 年度～30 年度の特定健診データ分析（環境保健研究ｾﾝﾀｰ） 

 

② 健康支援事業情報交換会 

（沿岸 4 保健医療圏） 

被災者の健康支援に係る課題・対応策の検

討。 

【平成 30年度】 

・圏域別情報交換会 

（大船渡 4回、釜石 3 回、宮古 1回、久慈 1回 計 9回） 

（2）被災地における保健活

動、栄養・食生活の

支援(継続)   

 

 

   

仮設住宅居住者の健康状態の把握等のため

に行う訪問調査や健康支援対策について、沿

岸市町村からの要請に基づき、県の保健師、

栄養士等を派遣。 

 

【保健師・栄養士等派遣実績】※民間団体からの派遣分含む（H24-27 年度） 

 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 Ｈ30年度 

栄養・食生活支援 

（栄養士等派遣） 

8市町村 

316人 

8市町村 

260人 

8市町村 

151人 

4市町村 

62人 

１市町村 

8人 
― ― 

健康調査等訪問支援 

（保健師等） 

4市町村 

619人 

3市町村 

200人 

3市町村 

116人 

1市町村 

18人 

１市町村 

2人 

1市町村 

9人 
― 

 

（3）住民の自主的な健康づ

くり活動の支援       

【民間団体委託】 

  

住民の自主的な健康づくり活動を推進する

ために、健康に関する学習会や健康調理教室

等を開催。 

※H30 年度：岩手NPOフォーラム21 委託 

※陸前高田市内 年 10回開催予定 

【教室等開催実績】（H29年度：平成30年3月末現在） 

 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 Ｈ30年度 

教室等の開催 

10市町

村 

31回 

6市町

村 

14回 

6市町

村 

24回 

7市町

村 

29回 

3市町

村 

34回 

2市町村 

23回 

(324人) 

 

14回 

（190人） 
 

（4）被災地健康支援人材育

成事業（継続） 

 

被災者に対するきめ細かな健康支援を継続

していくため、被災市町村等の新人保健師、

新人栄養士等のスキルアップのための研修を

実施。 

【平成 30年度】 

・新人栄養士研修会（2回 延 43人）      

・新人保健師研修会（2回 延 79人）） 

・新人保健師指導担当者研修会（1回 35 人） 

・保健医療圏域研修会（9保健医療圏 15 回 延 191人） 

 

健 

健 

健 

健   生 

健 

資料３－２ 



 

事業名 内容 実績 摘要 

（5）被災者健康課題対策推

進事業 
   

 ① 仮設住宅居住者健康

課題 

対策推進事業（継続） 

（ｱ）被災地血圧適正管

理推進事業 

 

 

 

（ｲ）被災地健康課題対

策推進事業 

 

 

被災地における降圧剤服用者が増加していること等

を踏まえ、沿岸被災地の高血圧症の予防を図るため、

仮設住宅に居住する被災者の血圧の適正な自己管理

を推進する。 

・岩手県版血圧管理手帳の作成配布 

 

被災地の健康課題に対する支援として、仮設住宅の

居住する被災者の健康課題に応じた健康づくりへの

意識啓発を図るための普及啓発や健康づくりの活動

支援を実施する。 

 ・健康づくり普及啓発パンフレット作成配布 

・健康づくり管理機器貸与事業 

※健康づくり管理機器･･･平成 26年度整備 

（体組成計、血管年齢計、血圧計、塩分測定器） 

 

 

【平成 30年度】 

・岩手県版血圧管理手帳の作成配布 （2,250 部） 

 

 

 

【平成 30年度】 

・健康づくり普及啓発パンフレットの作成配布 （2,265部） 

・健康づくり管理機器貸与事業 

  貸与実績   延 74回 

  （体組成計 52 回、血管年齢計 15 回、自動血圧計 5回 

   塩分測定器 2回） 

 

  

② 在宅被災者健康課題

対策推進事業（継続） 

（ｱ） 被災地血圧適正管

理推進事業 

 

 

（ｲ）被災地健康課題対

策推進事業 

 

 

 

災害公営住宅居住者等の在宅被災者の血圧の適正な

自己管理を推進する。 

 ・岩手県版血圧管理手帳の作成配布 

 

災害公営住宅居住者等の在宅被災者の健康課題に対

する支援として、被災者の健康課題に応じた健康づ

くりへの意識啓発を図るための普及啓発や健康づく

りの活動支援を実施する。 

 ・健康づくり普及啓発パンフレット作成配布 

 ・健康づくり管理機器貸与事業 

※健康づくり管理機器･･･平成 26年度整備 

（体組成計、血管年齢計、血圧計、塩分測定器） 

 

 

 

 

 

【平成 30年度】 

・岩手県版血圧管理手帳の作成配布 （6,750部） 

 

【平成 30年度】 

・健康づくり普及啓発パンフレットの作成配布 （6,735部） 

 

 

 

生 

健 



 

事業名 内容 実績 摘要 

（6）被災地健康相談支援事業 

【民間団体委託】   

① 仮設住宅居住者健康相談

支援事業（継続） 

 

 

② 災害公営住宅居住者等 

健康相談支援事業（H29

～) 

 

 

 

 

保健師等が応急仮設住宅の集会所等を定期的に巡回し、健

康相談、栄養相談等を実施。 

※H30 年度：岩手県予防医学協会委託 

※陸前高田市、大槌町内 

 

 保健師等が災害公営住宅の集会所等を定期的に巡回し、健

康相談、栄養相談等を実施。 

※H30 年度：岩手県予防医学協会委託 

※陸前高田市、大槌町内 

【健康相談支援】 

 実施市町村 

①仮設住宅→ 陸前高田市、大槌町 

  実施箇所数 204 相談者数 延 776 

 

②災害公営住宅等→ 陸前高田市、大槌町、野田村 

   実施箇所数 155 相談者数 延 896 

 

 

 

 

 

【口腔ケア】 

 実施市町村 

 ①仮設住宅→ 陸前高田市、大槌町 

   実施箇所数 42 相談者数 延 52 

  

 ②災害公営住宅等→ 大槌町、野田村 

  実施箇所数 18 相談者数 延 73 

 

（7）被災地口腔ケア推進事業

【民間団体委託】   

 ① 仮設住宅居住者口腔ケア

推進事業(継続) 

 

 

 

 ② 災害公営住宅居住者等口

腔ケア推進事業(H29～) 

 

 

歯科医師等が応急仮設住宅の集会所等を定期的に巡回し口

腔ケア指導等を実施。 

※H30年度：岩手県歯科医師会委託 

※大槌町内 

 

 歯科医師等が災害公営住宅の集会所等を定期的に巡回し、

口腔ケア指導等を実施。 

（※H30年度：岩手県歯科医師会委託） 

 

 

【健康相談等の活動状況（H30年度：H31年 3 月末現在】 

 ※H29年度から災害公営住宅実施分含む 

 

健 

健 

生 

生 



 

【 市 町 村 補 助 事 業 】  

事業名 内容 実績 摘要 

 

 

 

 

 

 

摘要 

   (8) 被災地健康支援事業費 

補助事業 
 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

① 被災地健康支援事業 

（被災者支援総合交付金 

の間接補助） 

 

市町村が行う応急仮設住宅に居住する被災

者を対象とした各種健康支援活動及びその提

供体制づくりに要する経費に対し補助する。 

 

 

 

(1)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｱ）保健師等人材確保支援 

    

東日本大震災津波による被災者に対する健

康支援のために、市町村が保健師、看護師、助

産師、栄養士を臨時的に１月以上雇用するため

に要する経費について補助を実施。 

【市町村補助金交付状況】 

 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 Ｈ30年度 

交付市町村数 1市町村 3市町村 3市町村 3市町村 2市町村 1市町村 1市町村 

※H27年度まで（東日本大震災津波被災地健康支援事業費補助金） 

※陸前高田市 

  

 

（ｲ）被災者健康づくり 

サポート事業   

 

被災市町村等が実施する被災者への健康支

援事業に要する経費について補助を実施。 

【市町村補助金交付状況】 

 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 Ｈ30年度 

交付市町村数 14市町村 14市町村 16市町村 13市町村 10市町村 8市町村 4市町村 

※H27年度まで（被災者健康づくりサポート事業費補助金） 

※山田町、盛岡市、奥州市、一関市 

 

 

（ｳ）被災者特別健診等補助 
被災市町村が特定健康診査非対象者（18 歳

～39 歳）に対して健康診査を実施する場合及

び特定健康診査に検査項目を追加した場合の

追加項目の実施に要する経費について補助を

実施。 

【市町村補助金交付状況】 

 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 Ｈ30年度 

交付市町村数 10市町村 11市町村 11市町村 11市町村 5市町村 5市町村 4市町村 

※H27年度まで（東日本大震災津波被災地健康支援事業費補助金） 

※陸前高田市、釜石市、大槌町、山田町 

 

 

 
② 被災市町村健康づくり 

支援事業費補助 

（県単補助） 

 

※県復興基金活用 

 

 市町村が被災者支援の一環として実施する

被災地住民を対象とした健康支援のうち、被災

者支援交付金の対象とならない継続事業 

 

【市町村補助金交付状況】 

 H28年度 H29年度 Ｈ30年度 

交付市町村数 7市町村 
 

8市町村 8市町村 

※H28年度から 

※大船渡市、陸前高田市、釜石市、大槌町、山田

町、岩泉町、久慈市、野田村 

  

健 



 

 


